
 

 

平成２３年６月７日 

 

家電リサイクル法の施行状況（引取実績）及び家電メーカー各社 

による家電リサイクル実績の公表について（平成２２年度分） 

 

   

経済産業省及び環境省は、本日、特定家庭用機器再商品化法（家電リサイク

ル法）に基づき、製造業者等が全国の指定引取場所において引き取った廃家電

４品目の平成２２年度の引取台数を公表いたします。 

また、平成２２年度における家電メーカー各社のリサイクル実績等につい

て、各社ホームページ及び財団法人家電製品協会から全国ベースの取りまとめ

た資料がホームページにて公表されました。 

 

 

１．概況 

家電リサイクル法は、廃家電４品目（エアコン、ブラウン管及び液晶・

プラズマテレビ、冷蔵庫・冷凍庫、洗濯機・衣類乾燥機）について、消

費者による適正な排出と費用の負担、小売業者による排出者からの引取

りと製造業者等への引渡し、製造業者等による小売業者などからの指定

引取場所における引取りと家電リサイクルプラントにおける再商品化等

を推進してきたところです。 

   

２．引取の状況 

平成２２年度、指定引取場所で引き取った廃家電４品目の合計は、約

２，７７０万台（前年度比約４７．４％増）となっており、内訳を見る

と、エアコンが約３１４万台（構成比約１１％）、ブラウン管テレビが約

１，７３７万台（同約６３％）、液晶・プラズマテレビが約６５万台（同

約３％）、冷蔵庫・冷凍庫が約３４０万台（同約１２％）、洗濯機・衣類

乾燥機が約３１４万台（同約１１％）となっています。（別紙１を参照） 

また、前年度比で見るとエアコンが約４５．９％増、ブラウン管テレ

ビが約６８．３％増、液晶・プラズマテレビが約２００．０％増、冷蔵

庫・冷凍庫が約１３．１％増、洗濯機・衣類乾燥機が約１．６％増とな

っています。 

 

 

環境省共同発表 



 

３．再商品化の状況 

平成２２年度、家電リサイクルプラントに搬入された廃家電４品目は

約２，７７１万台（前年度比約４９．９％増）でした。これらの廃家電

については法定基準以上の再商品化が求められています。指定引取場所

で引き取った台数と家電リサイクルプラントに搬入された台数に差があ

るのは、輸送によるタイムラグがあるためです。 

 

本日、家電メーカー各社から、平成２２年度におけるリサイクル実績

等がホームページ等を通じて公表されました。また、財団法人家電製品

協会からも、我が国全体の家電リサイクル実績等をとりまとめた資料が

ホームページに公表されました（別紙２参照）。 

 

家電リサイクルプラントに搬入された廃家電は、リサイクル処理によ

って、鉄、銅、アルミニウム、ガラス、プラスチック等が有価物として

回収され、全社において法定基準を上回る再商品化率が達成されました。

廃家電４品目の再商品化率は、エアコンで８８％（法定基準７０％）、ブ

ラウン管テレビで８５％（同５５％）、液晶・プラズマテレビで７９％（同

５０％）、冷蔵庫・冷凍庫で７６％（同６０％）、洗濯機・衣類乾燥機で

８６％（同６５％）となっています。前年度比では、エアコン増減なし、

ブラウン管テレビ１％減、液晶・プラズマテレビ５％増、冷蔵庫・冷凍

庫１％増、洗濯機・衣類乾燥機１％増となっており、法定基準を上回る

再商品化率が引き続き達成されました。 

 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 

エアコン ８９％ ８８％ ８８％ 

ブラウン管テレビ ８９％ ８６％ ８５％ 

液晶・プラズマテレビ - ７４％ ７９％ 

冷蔵庫・冷凍庫 ７４％ ７５％ ７６％ 

洗濯機・衣類乾燥機 （８４％） ８５％ ８６％ 

※平成２１年度より、液晶・プラズマテレビ及び衣類乾燥機が対象機器として追加 

（洗濯機・衣類乾燥機の平成２０年度の再商品化率は、洗濯機のみの値） 

 

また、エアコンや冷蔵庫・冷凍庫、洗濯機に冷媒として用いられてい

るフロン類及び冷蔵庫・冷凍庫の断熱材に含まれるフロン類が回収・破

壊されました。各々の回収・破壊重量は、エアコンの冷媒フロン類が約

１，８５５トン、冷蔵庫・冷凍庫の冷媒フロン類が約３５３トン、洗濯

機の冷媒フロン類が約１トン、冷蔵庫・冷凍庫の断熱材フロン類が約

５６３トンとなっています。 



 

 

今後、経済産業省及び環境省においても、これらの結果を踏まえ、家

電リサイクル法の施行状況をさらに調査・分析し、引き続き制度の円滑

な実施に努めていく所存です。 

 

４．家電リサイクル券システムについて  

廃家電を排出した方は財団法人家電製品協会家電リサイクル券センタ

ーのホームページ http://www.rkc.aeha.or.jp の「メーカー引取確認機能」

を利用して、ご自分が排出した廃家電が指定引取場所で引き取られたか

確認できます。 

 

 

 

 

 （本発表資料のお問い合わせ先） 

 

  経済産業省 商務情報政策局 情報通信機器課 環境ﾘｻｲｸﾙ担当室長 関根 久 

      担当者： 柳生、武本 

   電 話：０３－３５０１－１５１１（内線 ３９８１） 

       ０３－３５０１－６９４４（直通） 

  環境省 大臣官房 廃棄物･ﾘｻｲｸﾙ対策部 企画課 ﾘｻｲｸﾙ推進室長 森下 哲 

      担当者： 杉村、吉田、佐藤 

   電 話：０３－３５８１－３３５１（内線 ６８３６） 

       ０３－５５０１－３１５３（直通） 

 



 

                      



 

 



 

 

 

 

 

 



 

 


